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調査の概要①

○ 令和２年度診療報酬改定において、かかりつけ医機能のさらなる推進、普及の推進、他の医療機関との
連携強化の観点から、地域包括診療加算、診療情報提供料の要件見直しとともに、小児かかりつけ診療料、
小児科外来診療料の見直し、機能強化加算の掲示等の情報提供に係る要件、オンライン診療料の要件等
の見直しを行った。また、治療と仕事の両立に資する取組を推進する観点から、療養・就労両立支援指導料
の見直し、相談支援加算の創設を行った。

〇 これらを踏まえ、本調査では、改定に係る影響や関連する取組等の実施状況について調査・検証を行った。
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１ 調査の目的

１．受診時の定額負担等に関する実態調査
① 施設調査 下表のとおり計1,727病院を抽出（精神科病院を除く）

② 患者調査
施設調査の対象病院１施設につき４名の患者（初診２名、再診２名）

２ 調査の対象

病院区分

特
定
機
能
病
院

【
悉
皆
】

地
域
医
療
支
援
病

院(

一
般
病
床
２

０
０
床
以
上)
 

【
悉
皆
】

特
定
機
能
病
院
・

地
域
医
療
支
援
病

院
を
除
く
一
般
病

床
２
０
０
床
以
上

の
病
院
【
悉
皆
】

一
般
病
床

２
０
０
床

未
満
の
病
院

調査対象地域の
該当病院数

86 617 624 6,894

抽出数 86 617 624 400



調査の概要②
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２．かかりつけ医機能・オンライン診療・明細書に関する調査
① かかりつけ医調査の施設調査

下記の施設基準の届出の有無等によって病院・一般診療所を区分し、計2,826医療機関を抽出した。

② かかりつけ医調査の患者調査
施設調査の調査対象医療機関１施設当たり６名。各施設における患者の選定方法は、下表のとおり。

③ オンライン診療にかかる意識調査
施設調査の調査対象医療機関１施設当たり６名。各施設における患者の選定方法は、下表のとおり。

２ 調査の対象（続き）

機能強化加算の届出施設
機能強化加算の
未届出施設オンライン診療料の届出の有無

地域包括診療料の届
出施設

地域包括診療加算の
届出施設

在宅療養支援病院 在宅療養支援診療所

届出施設
（抽出数）

79 230 174 230 700

未届出施設
（抽出数）

79 230 174 230 700

地域包括診療料/
加算の届出の有無

地域包括診療料/加算の算定患者
それ以外の
再診患者

初診患者
（機能強化加算の算定患者を優先）

届出のある施設 2名 2名 2名

届出のない施設 4名 2名

情報通信機器を用いた診療を行っている患者 電話診療を行っている患者 いずれも行っていない患者

2名 2名 2名



調査の概要③
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３ 調査方法

④ 小児科調査の施設調査
下記の施設基準の届出の有無等によって病院・一般診療所を区分し、計600医療機関を抽出した。

⑤ 小児科調査の患者調査
施設調査の調査対象医療機関１施設当たり６名。各施設における患者の選定方法は、下表のとおり。

 各施設調査は、調査対象施設にて紙調査票に記入の上、調査事務局宛の専用返信用封筒による郵送で

の提出方法と、回答者の負担軽減のため、電子調査票を専用ホームページからダウンロードして、入力の

上、メールにより提出する方法も選択可能とした。

 患者調査は対象施設を通じて対象患者に調査票を配布し、各患者から返信用封筒にて回収した。

 ２．③オンライン診療にかかる意識調査については、対象施設が電子調査票をダウンロードしてメールに

より患者へ配布・回収を行い、対象施設からメールにより提出する方法も選択可能とした。

 調査実施時期は、令和２年１２月。

２ 調査の対象（続き）

小児科標榜医療機関

小児かかりつけ診療料の
届出施設

小児かかりつけ診療料の
未届出施設

抽出数 300 300

小児かかりつけ診療料の届出
の有無

小児かかりつけ診療料を算定 小児かかりつけ診療料を算定せず

未就学児の初診 未就学児の再診※
６歳未満
の初診

６歳以上
の初診

６歳未満
の再診※

６歳以上の再
診※

届出のある施設 1名 1名 1名 1名 1名 1名

届出のない施設 1名 1名 1名 1名



調査の概要④
４ 回収の状況
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発送数 有効回答数 有効回答率

定額負担調査
施設票

1,727 856（施設） 49.6%

特定機能病院 80 60 69.8%
一般病床200床以上の地域医療支援
病院

617 355 57.5%

一般病床200床以上の病院（特定機能
病院・地域医療支援病院以外）

624 296 47.4%

一般病床200床未満の病院 400 129 32.3%

定額負担調査 患者票 － 1,580（人） －

かかりつけ医調査 施設票 2,826 700（施設） 24.8%

かかりつけ医調査 患者票 － 1,252（人） －

オンライン診療 患者票 － 490（人） －

かかりつけ医小児科 施設票 600 159（施設） 26.5%

かかりつけ医小児科 患者票 － 407（人） －

① 定額負担調査
発送数は1,727件であり、施設票の有効回答数は856件、有効回答率は49.6％であった。患者票の有効回答
数は1,580件であった。

② かかりつけ医調査
発送数は2,826件であり、施設票の有効回答数は700件、有効回答率は24.8％であった。
かかりつけ医患者票の有効回答数は1,252件、オンライン診療患者票の有効回答数は490件であった。

③ かかりつけ医小児科調査
発送数は600件であり、施設票の有効回答数は159件、有効回答率は26.5％であった。
患者票の有効回答数は407件であった。



定額負担調査（施設調査）の結果①
＜初診時の定額負担の導入状況＞（報告書p26,27）

令和2年度診療報酬改定において、新たに許可病床400床未満かつ一般病床200床以
上の地域医療支援病院が定額負担義務の対象となり、一般病床200床以上の病院のうち、
令和元年度には88.3%であった「定額負担あり」の割合が、令和2年度には89.9%となった。

図表 12 初診時の定額負担の導入状況

（注）・令和2年度の各施設区分情報によって集計を行った。
・許可病床数は施設の回答により分類を行った。
・「全体」は定額負担徴収義務対象施設・選定療養費徴収可能施設全体を指す。
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令和元年10月1 日時点

令和2 年10月1 日時点

許可病床400 床以上の地域医療支援病院　n=206

0.0

0.0

100.0

100.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定額負担なし 定額負担あり 無回答

令和元年10月1 日時点

令和2 年10月1 日時点

一般病床200 床以上の特定機能病院・地域医療支援病院以外の病院　n=296

24.3

23.3

75.0

76.7

0.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定額負担なし 定額負担あり 無回答

特定機能病院　n=60

令和元年10月1 日時点

令和2 年10月1 日時点

0.0

0.0

98.3

98.3

1.7

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定額負担なし 定額負担あり 無回答

全体　n=711

令和元年10月1 日時点

令和2 年10月1 日時点

11.1

9.7

88.3

89.9

0.6

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定額負担なし 定額負担あり 無回答

許可病床400 床未満かつ一般病床200 床以上の地域医療支援病院　n=145

令和元年10月1 日時点

令和2 年10月1 日時点

3.4

0.0

95.9

100.0

0.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定額負担なし 定額負担あり 無回答



定額負担調査（施設調査）の結果②
＜初診時の定額負担の設定金額及びその分布＞（報告書p28）

初診時の定額負担の設定金額(平均値）は令和元年10月時点で3792.4円、令和２年10
月時点では4403.9円であった。初診時の定額負担の設定金額は、令和2年度診療報酬改
定の対象病院で変化があったほか、特定機能病院、一般病床200床以上の病院（特定機
能病院・地域医療支援病院以外）でも、より高い額を設定する病院の割合が増加した。

図表 14 初診時の定額負担の設定金額

図表 15 初診時の定額負担の設定金額分布
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（注）・初診時の定額負担
の設定金額について記入
のあった施設を集計対象
とした。
・令和2年度の各施設区
分情報によって集計を
行った。
・許可病床数は施設の回
答により分類を行った。

施設数（件） 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値

令和元年10月 618 3,792.4 1,982.2 3,300.0 10.0 11,000.0

令和2年10月 631 4,403.9 1,908.3 5,500.0 200.0 11,000.0

令和元年10月 59 6,284.6 1,857.6 5,500.0 5,000.0 11,000.0

令和2年10月 59 6,390.5 1,960.1 5,500.0 5,000.0 11,000.0

令和元年10月 199 5,474.1 456.4 5,500.0 5,000.0 8,800.0

令和2年10月 205 5,473.8 450.4 5,500.0 5,000.0 8,800.0

令和元年10月 136 3,023.7 1,244.5 2,875.0 820.0 5,500.0

令和2年10月 139 5,418.6 183.1 5,500.0 5,000.0 5,500.0

令和元年10月 222 2,095.5 1,193.5 2,000.0 10.0 5,620.0

令和2年10月 226 2,283.1 1,324.3 2,200.0 200.0 5,620.0

許可病床400 床以上の地域医療支援病院

許可病床400 床未満かつ一般病床200 床以上
の地域医療支援病院

一般病床200 床以上の特定機能病院・地域医
療支援病院以外の病院

特定機能病院

全体

施設数
（件）

1,000円
未満

1,000円
以上

2,000円
未満

2,000円
以上

3,000円
未満

3,000円
以上

4,000円
未満

4,000円
以上

5,000円
未満

5,000円
以上

6,000円
未満

6,000円
以上

無回答

令和元年10月 628 4.0 17.0 18.8 11.0 1.1 44.1 2.4 1.6

令和2年10月 639 3.0 12.8 10.8 5.2 0.2 64.3 2.5 1.3

令和元年10月 59 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 81.4 18.6 0.0

令和2年10月 59 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.7 20.3 0.0

令和元年10月 206 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 94.7 1.9 3.4

令和2年10月 206 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 97.6 1.9 0.5

令和元年10月 139 2.9 12.2 33.8 30.9 4.3 13.7 0.0 2.2

令和2年10月 145 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 95.9 0.0 4.1

令和元年10月 222 9.5 40.1 32.0 11.7 0.5 6.3 0.0 0.0

令和2年10月 227 8.4 36.1 30.4 14.5 0.4 9.7 0.0 0.4

全体

特定機能病院

許可病床400 床以上の地域
医療支援病院

許可病床400 床未満かつ一
般病床200 床以上の地域医
療支援病院

一般病床200 床以上の特定
機能病院・地域医療支援病
院以外の病院



定額負担調査（施設調査）の結果③
＜初診患者数、初診時の定額負担の徴収患者数等＞（報告書p31,32）

特定機能病院、許可病床400床以上の地域医療支援病院においては、初診患者に占め
る紹介状なしの患者の割合、初診時定額負担の徴収患者の割合はいずれも前年同月よ
り小さかった。

（注）・①～⑨の全ての数値について記入のあった施設を集計対象とした。
・患者数は小数点以下第2位を四捨五入しているため、各患者比率の数値は図表中の患者数を
除算した数値を一致しない場合もある。

（注）・①～⑨の全ての数値について記入のあった施設を集計対象とした。
・患者数は小数点以下第2位を四捨五入しているため、各患者比率の数値は図表中の患者数を
除算した数値を一致しない場合もある。

図表 22 初診患者数、初診時の定額負担の徴収患者数等
（1病院当たりの平均、特定機能病院）
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図表 25 初診患者数、初診時の定額負担の徴収患者数等
（1病院当たりの平均、許可病床400 床以上の地域医療支援病院）



定額負担調査（施設調査）の結果④
＜初診患者数、初診時の定額負担の徴収患者数等＞（報告書p33,34）

令和2年度診療報酬改定によって新たに定額負担徴収対象となった許可病床400床未
満かつ一般病床200床以上の地域医療支援病院では、紹介状なしの患者数・初診時定額
負担の徴収患者数の減少率は、他の施設と比べ高かった。

（注）・①～⑧の一部の数値について記入のあった施設も集計対象とした。
・患者数は小数点以下第2位を四捨五入しているため、各患者比率の数値は
図表中の患者数を除算した数値と一致しない場合もある。

（注）・①～⑧の一部の数値について記入のあった施設も集計対象とした。
・患者数は小数点以下第2位を四捨五入しているため、各患者比率の数値は

図表中の患者数を除算した数値と一致しない場合もある。

図表 28 初診患者数、初診時の定額負担の徴収患者数等（（1病院当たりの平均、
許可病床400 床未満かつ一般病床200 床以上の地域医療支援病院）
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図表 31 初診患者数、初診時の定額負担の徴収患者数等（1病院当たりの平均、
一般病床200 床以上の病院（特定機能病院・地域医療支援病院以外））



定額負担調査（施設調査）の結果⑤
＜初診患者数、初診時の定額負担の徴収患者数等＞（報告書p36,37）

令和2年10月における紹介率の分布を前年同月と比較すると、許可病床400床未満かつ
一般病床200床以上の地域医療支援病院で、紹介率の高い病院が増加した。

（注）令和元年10月・令和2年10月の１時点について記入のあった施設も集計対象とした。（注）令和元年10月・令和2年10月の１時点について記入のあった施設も集計対象とした。

図表 37 初診時の紹介率の分布
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図表 38 初診時の逆紹介率の分布



定額負担調査（施設調査）の結果⑥
＜初診時に定額負担を徴収しなかった患者の事由＞（報告書p38）

令和2年11月1日から14日
の間に、紹介状を持たない初
診の患者について定額負担
を徴収しなかった事由につい
て調査したところ、全体として
「救急の患者」、「公費負担医
療の対象患者」、「労働災害、
公務災害、交通事故、自費診
療の患者」等の回答が多くみ
られた。

（注）令和2年10月時点において初診時の定額負担を導入していると回答した病院を集計対象とした。

図表 39 紹介状を持たない初診の患者であるものの、
定額負担を徴収しなかった施設割合（複数回答）
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定額負担調査（施設調査）の結果⑦
＜再診時の定額負担の導入状況＞（報告書p42,43）

令和2年度診療報酬改定において、新たに許可病床400床未満かつ一般病床200床以
上の地域医療支援病院が定額負担義務の対象となり、一般病床200床以上の病院のうち、
令和元年度には41.2%であった「定額負担あり」の割合が、令和2年度には58.4%となった。

図表 42 再診時の定額負担の導入状況
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全体　n=711

令和元年10月1 日時点

令和2 年10月1 日時点

55.0

37.1

41.2

58.4

3.8

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定額負担なし 定額負担あり 無回答

特定機能病院　n=60

令和元年10月1 日時点

令和2 年10月1 日時点

0.0

0.0

95.0

95.0

5.0

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定額負担なし 定額負担あり 無回答

許可病床400 床以上の地域医療支援病院　n=206

令和元年10月1 日時点

令和2 年10月1 日時点

0.0

0.0

95.6

98.5

4.4

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定額負担なし 定額負担あり 無回答

許可病床400 床未満かつ一般病床200 床以上の地域医療支援病院　n=145

令和元年10月1 日時点

令和2 年10月1 日時点

82.1

0.0

16.6

90.3

1.4

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定額負担なし 定額負担あり 無回答

一般病床200 床以上の特定機能病院・地域医療支援病院以外の病院　n=296

令和元年10月1 日時点

令和2 年10月1 日時点

90.9

89.2

4.7

7.4

4.4

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定額負担なし 定額負担あり 無回答

（注）・令和2年度の各施設区分情報によって集計を行った。
・許可病床数は施設の回答により分類を行った。

・「全体」は定額負担徴収義務対象施設・選定療養費徴収可能施設全体を指す。



定額負担調査（施設調査）の結果⑧
＜再診時の定額負担の設定金額及びその分布＞（報告書p45）

再診時の定額負担の設定金額(平均値）は令和元年10月時点で2644.0円、令和２年10
月時点では2740.4円であった。再診時の定額負担の設定金額は、令和2年度診療報酬改
定の対象病院で変化があったほか、一般病床200床以上の病院（特定機能病院・地域医
療支援病院以外）でも、より高い額を設定する病院の割合が増加した。

図表 44 再診時の定額負担の設定金額

図表 45 再診時の定額負担の設定金額分布
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（注）

・再診時の定額負担の設定金額に
ついて記入のあった施設を集計対
象とした。
・令和2年度の各施設区分情報に
よって集計を行った。
・許可病床数は施設の回答により
分類を行った。



定額負担調査（施設調査）の結果⑨
＜再診患者数、再診時の定額負担の徴収患者数等＞（報告書p47,48）

特定機能病院、許可病床400床以上の地域医療支援病院においては、再診患者数に占
める他医療機関を紹介したが自施設を受診した患者の割合、再診時定額負担の徴収患
者の割合はいずれも非常に低くなっている。

（注）・①～③の一部の数値について記入のあった施設も集計対象とした。
・患者数は小数点以下第2位を四捨五入しているため、各患者比率の数値は図表中の患者数を除算した数値と一致しない場合もある。

図表 50 再診患者数、再診時の定額負担の徴収患者数等
（1病院当たりの平均、特定機能病院）
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図表 51 再診患者数、再診時の定額負担の徴収患者数等
（1病院当たりの平均、許可病床400 床以上の地域医療支援病院）



図表 52 再診患者数、再診時の定額負担の徴収患者数等（1病院当たりの平均、
許可病床400 床未満かつ一般病床200 床以上の地域医療支援病院）
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図表 53 再診患者数、再診時の定額負担の徴収患者数等
（1病院当たりの平均、一般病床200 床以上の特定機能病院・地域医療支援病院以外の病院）

定額負担調査（施設調査）の結果⑩
＜再診患者数、再診時の定額負担の徴収患者数等＞（報告書p48）

許可病床400床未満かつ一般病床200床以上の地域医療支援病院、一般病床200床以
上の病院（特定機能病院・地域医療支援病院以外）においても、再診患者数に占める他
医療機関を紹介したが自施設を受診した患者の割合、再診時定額負担の徴収患者の割
合はいずれも非常に低くなっている。

（注）・①～③の一部の数値について記入のあった施設も集計対象とした。
・患者数は小数点以下第2位を四捨五入しているため、各患者比率の数値は図表中の患者数を除算した数値と一致しない場合もある。



定額負担調査（施設調査）の結果⑪
＜再診時に定額負担を徴収しなかった患者の事由＞（報告書p50）

令和2年11月1日から14日

の間に、他医療機関を紹介し
たにもかかわらず、自施設を
受診した再診の患者につい
て定額負担を徴収しなかった
事由について調査したところ、
全体としては「救急の患者」、
「自施設の他の診療科を受診
中の患者」、「救急医療事業
における休日夜間受診患者」
等の回答が多くみられた。

（注）令和2年10月時点において再診時の定額負担を導入していると回答した病院を集計対象とした。

図表 55 他医療機関を紹介したにもかかわらず、自施設を受診した再診患者のうち、
定額負担を徴収しなかった施設割合（複数回答）
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図表 61 大病院受診時定額負担の仕組みの認知度【初診患者】

定額負担調査（患者調査）の結果
＜大病院受診時定額負担の仕組みについて＞（報告書p58）

初診患者における大病院受
診時定額負担の仕組みの認
知度について、「仕組みがある
ことも仕組みが設けられている
理由も知っていた」又は「仕組
みがあることは知っていたが、
仕組みが設けられている理由
は知らなかった」を選択した患
者の割合(合計）はいずれの病
院区分においても、65％を超
えていた。

（注）初診・再診のどちらであるかを問う設問において、「初診」との回答があった患者を集計対象とした。
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全体　n=885

特定機能病院　n=43

許可病床400 床以上の地域
医療支援病院　n=173

許可病床400 床未満かつ一
般病床200 床以上の地域医
療支援病院　n=129

一般病床200 床以上の特定
機能病院・地域医療支援病
院以外の病院　n=375

一般病床200 床未満の病院
n=128

45.9

39.5

49.1

46.5

44.3

46.9

28.7

30.2

27.2

24.0

31.7

26.6

21.4

20.9

17.9

26.4

20.8

21.9

4.1

9.3

5.8

3.1

3.2

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕組みがあることも、仕組みが設けられている理由も知っていた

仕組みがあることは知っていたが、仕組みが設けられている理由は知らなかった

仕組みがあることを知らなかった

無回答



図表 68 医療機関種別回答施設

かかりつけ医調査（施設調査）の結果①
＜回答施設の概要（医療機関種別、許可病床数）＞（報告書p65,67）

本調査の回答施設700施設の内訳は、「病院」が111施設（全施設の15.9％）、「有床診療
所」が70施設（10.0％）、「無床診療所」が519施設（74.1％）であった。

また、１施設当たりの許可病床数は次のとおりであった。
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n=700

15.9 10.0 74.1 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病院 有床診療所 無床診療所 無回答

図表 71 1 施設あたりの許可病床数

病院（n=84） 有床診療所（n=41）

平均値
標準偏

差
中央値 平均値

標準偏
差

中央値

一般病床 82.4 53.2 74.0 13.0 6.5 15.0 

療養病床 33.3 44.5 0.0 1.5 4.3 0.0 

（うち）介護療養病床 0.5 3.3 0.0 0.1 0.8 0.0 

精神病床 0.0 0.0 0.0 - - -

感染症病床 0.0 0.4 0.0 - - -

結核病床 0.3 2.4 0.0 - - -

合計 114.9 52.2 114.0 13.5 6.8 17.0 

（注）表側の全ての項目について記入のあった施設を集計対象とした。



図表 81 在支病・在支診の届出状況

かかりつけ医調査（施設調査）の結果②
＜回答施設の概要（在支病・在支診の届出状況、時間外対応加算の種類）＞（報告書p71,72）

本調査の回答施設における在宅療養支援病院（在支病）・在宅療養支援診療所（在支
診）の届出状況の内訳は次のとおりであった。

また、診療所における時間外対応加算の種類は次のとおりであった。
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病院　n=111

有床診療所　n=70

無床診療所　n=519

15.3

2.9

3.5

27.9

18.6

12.7

33.3

32.9

26.2

20.7

41.4

53.0

2.7

4.3

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

機能強化型（単独型）在宅療養支援病院・診療所である

機能強化型（連携型）在宅療養支援病院・診療所である

機能強化型以外の在宅療養支援病院・診療所である

在宅療養支援病院・診療所ではない

無回答

n=589

34.5 19.7 1.5 36.5 7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

時間外対応加算1 時間外対応加算2 時間外対応加算3

届出なし 無回答

図表 83 時間外対応加算の種類【診療所】



令和２年３月から10月の新型コロナウイルス感染疑いの外来患者（新型コロナウイルス感染症の
検査対象となった患者を指す。結果的に新型コロナ感染者と診断されなかった患者も含む。）の受
入の有無は、以下のとおりであった。
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図表93 令和２年３月以降の受診者や体制の動向等
a.令和２年３月以降の新型コロナウイルス感染疑いの外来患者受入の有無

【病院】 【有床診療所】

かかりつけ医調査（施設調査）の結果③
＜令和２年３月以降の受診者や体制の動向等（新型コロナウイルス感染疑いの外来患者受入の有無）＞（報告書p78）
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令和２年11月１日時点の新型コロナウイルス感染の重点医療機関等の指定の有無について、該
当状況は次のとおりであった。

図表99 新型コロナウイルス感染の重点医療機関等の指定の有無
（令和２年11月1日時点）

施設数
（件）

構成割合
（％）

指定重点医療機関 4 0.6

指定協力医療機関 40 5.7

その他 521 74.4

無回答 135 19.3

全体 700 100

かかりつけ医調査（施設調査）の結果④
＜新型コロナウイルス感染症の重点医療機関等の指定の有無（令和２年11月１日時点）＞（報告書p82）



病院

n=111

a.外来（平日）

b.外来（土日）

c.入院

d.救急

e.化学療法

f.手術

g.緊急手術

80.2

68.5

76.6

53.2

35.1

50.5

40.5

17.1

15.3

20.7

16.2

2.7

18.0

4.5

1.8

1.8

2.7

1.8

0.9

4.5

1.8

14.4

0.0

28.8

61.3

27.0

52.3

0.9

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通常 制限 停止 従来から実施なし 無回答

令和２年４月から11月１日までの間に一度でも医療提供状況に変化があったかどうかを尋ねたところ、全体
の結果及び医療機関の種類別にみた結果は次のとおりであった。

図表101 医療提供状況の変化
【全体】

n=700

a.外来（平日）

b.外来（土日）

c.入院

d.救急

e.化学療法

f.手術

g.緊急手術

86.1

78.1

20.9

16.9

9.0

22.7

13.7

11.4

9.9

4.0

3.9

0.6

5.0

1.3

1.1

0.7

0.9

0.4

0.1

1.3

0.4

9.4

67.3

72.0

83.6

64.4

77.6

1.3

1.9

7.0

6.9

6.7

6.6

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通常 制限 停止 従来から実施なし 無回答

かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑤
＜令和2年4月から11月までの間の医療提供状況の変化＞（報告書p83）

図表101 医療提供状況の変化（医療機関の種類別）

【病院】
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令和２年４月から11月１日までの間に一度でも医療提供状況に変化があったかどうかを尋ねたところ、医療
機関の種類別にみた結果は次のとおりであった。

有床診療所

n=70

a.外来（平日）

b.外来（土日）

c.入院

d.救急

e.化学療法

f.手術

g.緊急手術

88.6

85.7

74.3

31.4

7.1

52.9

32.9

11.4

7.1

7.1

2.9

0.0

4.3

1.4

0.0

0.0

4.3

1.4

0.0

1.4

1.4

7.1

14.3

64.3

91.4

41.4

64.3

0.0

0.0

0.0

0.0

1.4

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通常 制限 停止 従来から実施なし 無回答

無床診療所

n=519

a.外来（平日）

b.外来（土日）

c.入院

d.救急

e.化学療法

f.手術

g.緊急手術

87.1

79.2

1.7

7.1

3.7

12.7

5.4

10.2

9.1

0.0

1.3

0.2

2.3

0.6

1.2

0.6

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

8.7

88.8

82.3

87.3

75.5

84.8

1.5

2.5

9.4

9.2

8.9

8.9

9.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通常 制限 停止 従来から実施なし 無回答

図表101 医療提供状況の変化（医療機関の種類別）

【有床診療所】 【無床診療所】

かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑥
＜令和2年4月から11月までの間の医療提供状況の変化＞（報告書p83）
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緊急事態宣言の発出があった月から解除された月（令和２年４月１日～５月31日）において、患
者の受療行動の変化に際して施設が行った各対応について、それぞれの患者数（回答施設が考
える規模感）は、以下のとおりであった。

23

図表112 緊急事態宣言中に患者の受療行動の変化に際して行った各対応と
その患者数（回答施設が考える規模感）

かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑦
＜緊急事態宣言期間中に行った患者の受療行動の変化に際して行った対応＞（報告書p90）



緊急事態宣言の発出があった月から解除された月（令和２年４月１日～５月31日）において、患者
の受療行動の変化に際して行った下記の対応と、その際の患者の健康影響について尋ねたところ、
以下のとおりであった。
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図表113 各対応を行った場合の患者の健康影響

（イ）患者の希望があり受診間隔を伸ばした
（ロ）検査・処置を中断・延期した
（ハ）通常の対応から変更し、日時を指定した完全予約制による対面での

診療を実施した
（二）患者の希望に応じて電話・ＩＣＴを用いた診察を実施した。
（ホ）処方を長期化した
（へ）その他

かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑧
＜緊急事態宣言期間中に行った患者の受療行動の変化に際して行った対応と患者の健康影響等＞（報告書p91）

受診
間隔

の延長

検査等
中断延

期

完全
予約制

電話
ICT

処方
長期化 その他

図表114 患者の健康影響の内容に当てはまるもの（複数回答）

図表115 患者の健康影響の内容に最も当てはまるもの（単数回答）

【図表113で患者の健康影響が「かなりあった」、「多少あった」、「あまり
なかった」のいずれかを回答した施設】

※「患者の健康影響の内容」について無回答の施設を除外して集計とした。

受診
間隔の
延長

検査等
中断
延期

完全
予約
制

電話
ICT

処方
長期
化

その
他

受診
間隔の
延長

検査等
中断
延期

完全
予約
制

電話
ICT

処方
長期
化

その
他

【患者の受療行動の変化に際して行った対応】



かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑨
＜令和２年５月に電話または情報通信機器を用いた診療を実施した理由等＞（報告書p93,94）

令和２年５月に電話または情報通信機器を用いた診療を実施した理由を尋ねたところ、「新型コロナウイルス
感染症拡大による影響を考慮したため」が最も多かった。

「新型コロナウイルス感染症拡大による影響を考慮したため」と回答した施設に対して詳しい理由を尋ねたと
ころ、以下のとおりであった。

新型コロナウイルス感染症の拡大にかかわらず、新型コロナウイルス感染症の拡大以前から、情報通信機
器を用いた診療を活用（又は活用を検討）していた施設に対して、具体的にどのような診療に対して活用（又は
活用を検討）していたかを尋ねたところ、以下のとおりであった。
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図表118 令和2年5月に電話または情報通信機器を用いた
診療を実施した理由（複数回答）

図表119 新型コロナウイルス感染症拡大による
影響を考慮した理由（複数回答）

n=208

無回答

院内感染予防のために実施すべきと考えたため

外出自粛等の患者の受療行動の変化に鑑みて実施
すべきと考えたため

患者から実施の要望があったため

61.5 

69.7 

75.0 

0.5 

0% 50% 100%

図表 120 新型コロナウイルス感染症拡大以前に
おいてオンライン診療を活用した診療（複数回答）



かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑩
＜情報通信機器・電話を用いた診療以外で、患者に対するICTの活用方法＞（報告書p97）

情報通信機器・電話を用いた診療以外で、自施設の患者に対するICTの活用方法についてみる
と、以下のとおりであった。
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図表 125 情報通信機器・電話を用いた診療以
外で、貴施設の患者に対するICTの活用方法

（複数回答）



かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑪
＜地域包括診療料等の届出状況＞（報告書p98）

地域包括診療料等（地域包括診療料１･２
または地域包括診療加算１･２）の届出状況
は次のとおりである。
 病院では「地域包括診療料１の届出をし

ている」は3.6％（4施設）、「地域包括診
療料２の届出をしている」は1.8％（2施
設）であり、「いずれも届出をしていない」
が89.2％（99施設）であった。

 有床診療所では「地域包括診療料１の
届出をしている」は7.1％（5施設）、「地域
包括診療料２の届出をしている」は
10.0％（7施設）、「地域包括診療加算１の
届出をしている」は12.9％（9施設）、「地
域包括診療加算２の届出をしている」は
18.6％（13施設）で、「いずれも届出をして
いない」が50.0％（35施設）であった。

 無床診療所では「地域包括診療料１の
届出をしている」は3.5％（18施設）、「地
域包括診療料２の届出をしている」は
5.2％（27施設）、「地域包括診療加算１の
届出をしている」は7.3％（38施設）、「地
域包括診療加算２の届出をしている」は
15.6％（81施設）で、「いずれも届出をして
いない」が65.3％（339施設）であった。
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＜参考＞平成30年度調査

（単位：上段「件」、下段「％」）

図表 126 地域包括診療料等の届出状況

（単位：上段「件」、下段「％」）



かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑫
＜地域包括診療料等の届出をしていない理由＞（報告書p99）
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地域包括診療料１・２および地域包括診療加算１・２について「いずれの届出もなし」と回答した473施設に対し
て地域包括診療料の届出をしていない理由として次のものが挙げられた。
 病院については、「施設基準の要件を満たすことが困難であるから」が69.7%で最も多く、次いで「他院への通

院状況等、把握しなければならない項目が多く、医師の負担が重いから」が45.5%の順であった。
 有床診療所については、「施設基準の要件を満たすことが困難であるから」が62.9%で最も多く、次いで「外来

患者に算定対象となる患者がいないから・少ないから」が37.1%の順であった。
 無床診療所については、「施設基準の要件を満たすことが困難であるから」が61.4%で最も多く、次いで「外来

患者に算定対象となる患者がいないから・少ないから」が38.1%の順であった。

図表 127 地域包括診療料等の届出をしていない理由
（地域包括診療料等の届出をしていない施設、複数回答）



かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑬
＜地域包括診療料等の施設基準の届出に当たり満たすことが困難な要件＞（報告書p102）
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地域包括診療料等（地域包括診療料
１・２および地域包括診療加算１・２のい
ずれか）について届出なしと回答した
473施設に対して、当該施設基準の届

出に当たり困難な要件を尋ねたところ、
「対象患者に対し院外処方を行う場合
は 24 時間対応をしている薬局と連携し

ていること」が最も多く、次に、「慢性疾
患の指導に係る適切な研修を終了した
医師を配置していること」や在宅医療に
関係する内容が多かった。

図表 129 地域包括診療料等の施設基準の届出に当たり満たすことが困難な要件
（地域包括診療料等の届出をしていない施設、複数回答）



かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑭
＜令和2年4月以降に地域包括診療料等の届出を行った理由＞（報告書p108,109）

30

令和2年4月以降に地域包括診療料等の届出を行った17施設に対して、当該診療料・加算の届出を行った理
由を尋ねたところ、「慢性疾患の指導に係る適切な研修を修了した医師を確保できたため」が64.7%で最も多く、
次いで「地域包括診療加算に係る要件を満たすようになったため」が47.1%の順であった。

「地域包括診療加算に係る要件を満たすようになったため」を挙げた8施設について満たすことができた地域包
括診療加算に関する要件をみると、半数の施設が「時間外対応加算１の届出を行っている」、「時間外対応加算
２の届出を行っている」、「在宅療養支援診療所である」を挙げていた。

図表 134 令和2年4月以降に地域包括診療料等の届出を行った理由
（令和2年4月以降に地域包括診療料等の届出をした施設、複数回答）

図表 136 満たすことができた地域包括診療加算に関する要件
（令和2年4月以降に地域包括診療料等の届出をした施設、複数回答）



かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑮
＜機能強化加算の施設基準の届出状況等＞（報告書p119,120）
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本調査の回答施設で初診患者に対する機能強化加算の施設基準について「届出あり」と回答した施設は
50.9％（356施設）であった。医療機関種別ごとにみると病院で74.8％、有床診で61.4％、無床診で44.3％であった。

初診患者の機能強化加算の施設基準の届出に当たり満たすことが困難な要件について、届出なし施設をみる
と、「地域包括診療加算・地域包括診療料・小児かかりつけ診療料・在宅時医学総合管理料・施設入居時等医学
総合管理料のいずれかの届出をしていること」が最も多く、病院では約8割、診療所では約6割を占めていた。

図表 157 機能強化加算の施設基準の届出状況

図表 159 機能強化加算の施設基準の届出に当たり満たすことが困難な要件
（機能強化加算の施設基準届出なし施設、複数回答）

病院　n=111

有床診療所　n=70

無床診療所　n=519

74.8

61.4

44.3

23.4

35.7

52.8

1.8

2.9

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

届出あり 届出なし 無回答



図表 170 診療情報提供料（Ⅰ）注７（医療的ケア児の学校医等への診療情報提供）
の算定状況

かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑯
＜診療情報提供料（Ⅰ）注７：学校医等への情報提供の実施状況＞（報告書p126,127）

直近1か月間（令和2年9月1か月間）の診療情報提供料（Ⅰ）注７（医療的ケア児の学校医等への診療情報
提供）について「算定あり」と回答した施設は2.4％（17施設）であった。算定ができなかったが、学校医等に情
報提供をしたケースがある場合の算定できなかった理由は、回答施設では「その他」の理由が最も多く、約2割
を占めていた。
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「算定あり」と回答した17施設のうち、情報提供先（学校医又は医療的ケア指
導医）ごとの算定患者数（実人数）について回答のあった施設は4件（全て無
床診療所）であった。

当該施設における情報提供先をみると、「学校医」が2施設、「医療的ケア指
導医」が3施設であった。学校医への情報提供により算定した患者は、合計12
人（小学校に在籍する患者：7人、中学校に在籍する患者：5人）であった。医療
的ケア指導医への情報提供により算定した患者は、合計6人（小学校に在籍
する患者：3人、特別支援学校の小学部に在籍する患者：3人）であった。

情報 提供先（学校医又は医療的ケア指導医）ごとの算定患者数

病院　n=111

有床診療所　n=70

無床診療所　n=519

1.8

1.4

2.7

93.7

94.3

92.1

4.5

4.3

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

算定あり 算定なし 無回答

（注）・児童福祉法第56条の６第２項に規定する、人工呼吸器を装着している障害児その他
の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児である患者について、当該患者が通
学する義務教育諸学校の学校医等に対して、当該学校において当該患者が生活するに当たり
看護職員が実施する診療の補助に係る行為について、学校医等が指導、助言等を行うに当た
り必要な診療情報を提供した場合に算定可能。

（注）・医療的ケア指導医とは、学校等が医療的ケアについて助言や
指導を得るために委嘱等する医師を指す。

診療情報提供料（Ⅰ）注７に基づく算定患者に行っている医療的ケア

情報提供先が「学校医」の回答施設（2施設）について、算定患者に行って
いる医療的ケアを尋ねたところ、全て無回答であった。

情報提供先が「医療的ケア指導医」の回答施設（3施設）について、算定患
者に行っている医療的ケアを尋ねたところ、有効回答は2施設であり、「人工
呼吸器」が1件、「経管栄養」が2件、「痰の吸引」が2件、「その他」が0件で
あった。

図表 171 診療情報提供料（Ⅰ）注７を算定できなかった理由（複数回答）

※「その他」の自由回答として、「患者より
学校医への情報提供の依頼がなかった」、
「制度が良く分からないため」等が挙げら
れた。



図表 172 診療情報提供料（Ⅲ）注１から注３の施設基準の状況

かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑰
＜診療情報提供料（Ⅲ）注１から注３の施設基準の状況＞（報告書p128）

診療情報提供料（Ⅲ）注１から注３の施設基準のうちいずれかを「満たしている」と回答した施設は
25.6％（179施設）であった。医療機関種別ごとにみると次のとおりである。
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図表 185 婦人科特定疾患治療管理料の施設基準の届出状況

かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑱
＜婦人科特定疾患治療管理料の届出状況等①＞（報告書p135）

婦人科特定疾患治療管理料の施設基準について「届出あり」と回答した施設は3.6％（25施設）で
あった。婦人科特定疾患治療管理料の届出をしていると回答した25施設のうち直近6か月間（令和
2年4月から9月）の「算定あり」と回答した施設は72.0％（18施設）であった。
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n=700

3.6 90.0 6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

届出あり 届出なし 無回答

n=25

72.0 28.0 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

算定あり 算定なし 無回答

図表 186 直近6か月間における婦人科特定疾患治療管理料の算定状況
（婦人科特定疾患治療管理料の届出施設、n=25）



図表 188 婦人科特定疾患治療管理料の算定患者数の割合

かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑲
＜婦人科特定疾患治療管理料の届出状況等②＞（報告書p136）

直近6か月間（令和2年4月～9月の6か月間）

における婦人科特定疾患治療管理料の算定患
者数（実人数）の割合は次のとおりである。

器質性月経困難症の原因疾患別にみると、「子
宮内膜症」が39.0%で最も多く、次いで「子宮筋
腫」が23.8%の順であった。

処方したホルモン剤の種類別にみると、「黄体
ホルモン製剤」と「黄体ホルモン・卵胞ホルモン
混合製剤」が多く、約5割を占めていた。

当該管理料を算定した日に医師の診察以外
に実施している検査・処置等別にみると、「内
診」、「超音波検査」、「薬物療法」が多く、約8割
を占めていた。
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器質性月経困難症の

原因疾患別 

 

（注）当該項目の算定患者数について記入のあった５施設を集計対象とした。 

処方したホルモン剤

の種類別 

 

（注）当該項目の算定患者数について記入のあった５施設を集計対象とした。 

当該管理料を算定し

た日に医師の診察以

外に実施している検

査・処置等別 

 

（注）当該項目の算定患者数について記入のあった４施設を集計対象とした。 

 

(n=942)

子宮筋腫 23.8%

子宮腺筋症 17.0%

子宮内膜症 39.0%

骨盤内炎症性疾患 1.1%

その他 20.6%

(n=863)

GnRHアナログ製剤 0.8%

黄体ホルモン製剤 54.7%

黄体ホルモン・卵胞ホルモン混合製剤 48.2%

その他 0.3%

(n=965)

尿検査 0.6%

血液検査 5.7%

血圧測定 18.3%

内診 81.2%

超音波検査 84.7%

MRI検査 0.6%

CT検査 0.0%

薬物療法 80.3%

その他 0.0%



図表 191 外来排尿自立指導料の施設基準の届出状況
（病院または有床診療所）

かかりつけ医調査（施設調査）の結果⑳
＜外来排尿自立指導料の届出状況等＞（報告書p138～140）

外来排尿自立指導料の施設基準に

ついて「届出あり」と回答した施設をみ
ると、病院が16.2%、有床診療所が0.0%
であった。

回答施設（病院のみ）における直近1
か月間（令和2年9月1か月間）の外来排
尿自立指導料の算定患者数（実人数）
は、当該期間中に算定患者が1人以上
いた施設は1件のみであり、算定患者
数（実人数）は1人であった。

図表 193 外来排尿自立指導料の
算定患者数(病院、n=16)

病院　n=111

有床診療所　n=70

16.2

0.0

78.4

90.0

5.4

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

届出あり 届出なし 無回答

平
均
値

標
準
偏
差

中
央
値

外来排尿自立指
導料算定患者数
（実人数）

0.1 0.3 0.0 
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n=18

無回答

入院中に包括的排尿ケアを実施していなかったから

在宅自己導尿指導管理料を算定していたから

他の医療機関から紹介された患者であり、自医療機
関の入院患者ではなかったから

排尿ケアチームによる関与を行っていなかったから

その他

0.0 

33.3 

5.6 

38.9 

11.1 

38.9 

0% 50% 100%

病院 有床診療所

n=87 n=63

無回答

排尿ケアチームの設置が困難だから

外来患者に算定対象となる患者がいないから・少ない
から

経営上のメリットが少ないから

他の医療機関の届出動向や運用状況などの情報収
集を行っている段階であるから

その他

75.9 

35.6 

10.3 

8.0 

4.6 

11.5 

0% 50% 100%

65.1 

42.9 

11.1 

3.2 

6.3 

25.4 

0% 50% 100%

図表 194 外来排尿自立指導料を算定できなかった理由
（外来排尿自立指導料の届出施設【病院】 複数回答）

図表 196 外来排尿自立指導料の届出をしていない理由
（外来排尿自立指導料の未届出施設【病院または有床診療所】 複数回答）外来排尿自立指導料の届出を行って

いると回答した病院（18施設）における、
直近1か月間（令和2年9月1か月間）に、
包括的排尿ケアを実施したが外来排尿
自立指導料を算定できなかった理由は、
病院では「排尿ケアチームによる関与
を行っていなかったから」が38.9%で最も
多かった。

外来排尿自立指導料の届出を行って
いないと回答した施設（病院87件、有床
診療所63件）について、届出を行ってい
ない理由は、「排尿ケアチームの設置
が困難だから」が最も多く、病院が７割
強、有床診療所が６割強を占めていた。



図表 203 保険診療以外で情報通信機器を用いた診療を
行っている患者数

かかりつけ医調査（施設調査）の結果㉑
＜保険診療以外で情報通信機器を用いた診療を行った患者の有無等＞（報告書p143）

直近1か月間（令和2年9月1か月間）の保険診療以外で情報通信機器を用いた診療を行っている
患者が「いる」と回答した施設は2.1％（15施設）であった。

直近1か月間（令和2年9月1か月間）の保険診療以外で情報通信機器を用いた診療を行っている

患者が「いる」と回答した施設ついて、情報通信機器を用いた診療を行っている患者数は、保険診
療以外で行っている患者数は平均11.4人／月、保険診療の場合と保険診療以外の場合の両方で
行っている患者数は平均0.4人／月であった。
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図表 202 保険診療以外で情報通信機器を用いた診療を行っている患者の有無
（令和2年9月1か月間）

※「いる」と回答した施設では、当該患者の疾患として、「脂肪肝」等が挙げられた。

n=700

2.1 89.3 8.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる いない 無回答

施設数
（件）

平均値
標準
偏差

中央値

保険診療以外で行って
いる患者数（実人数）

12 11.4 21.3 3.0

保険診療の場合と保険
診療以外の場合の両
方で行っている患者数
（実人数）

8 0.4 0.7 0.0



図表 209 オンライン診療料の施設基準の届出時期
（オンライン診療料の施設基準の届出施設、n=285）

かかりつけ医調査（施設調査）の結果㉒
＜オンライン診療料の施設基準の届出状況＞（報告書p147,148）

 オンライン診療料の施設基準について「届出あり」と回答した施設は40.7％（285施設）であった。
 「届出あり」と回答した285施設について、「令和2年4月以降」（令和2年度改定以降）が最も多く、6割強を占めていた。

「届出なし」と回答した384施設について、今後、オンライン診療の届出を行う予定を尋ねたところ「届出の意向なし」と
回答した施設は63.0％であった。

 今後、オンライン診療の「届出の意向なし」と回答した242施設（オンライン診療料の施設基準の届出なし）について、
オンライン診療料の届出の意向がない理由をみると「対面診療の方がすぐれているため」が最も多く、次いで、「患者
のニーズがない・少ないため」の順で多かった。
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図表 208 オンライン診療料の施設基準の届出状況 図表 210 今後、オンライン診療料の届出を行う意向
（オンライン診療料の未届出施設、n=384）

図表 211 オンライン診療料の届出の意向がない理由
（オンライン診療料の施設基準の未届出施設、「届出の意向無し」、n=242）

n=285

27.4 62.1 10.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年（2020年）3月末日以前 令和2年（2020年）4月1日以降 無回答



かかりつけ医調査（施設調査）の結果㉓
＜オンライン診療料届出施設におけるオンライン診療料等の算定患者数（実人数）＞（報告書p150）

オンライン診療料の届出ありと回答した施設における、令和元年9月1か月間および令和2年9月1か月間におけ
るオンライン診療料等の算定患者数（実人数）は以下のとおり。
 オンライン診療料の算定患者数は、令和元年9月時点では平均0.1人／月、令和2年9月時点では0.6人／月で

あった。以下、オンライン在宅管理料、精神科オンライン在宅管理料の算定患者数は下表のとおりであった。
 オンライン診療料算定患者が1人以上いた施設において、当該患者に対して対面で算定している管理料等を

みると、「特定疾患療養管理料」が最も多く、令和元年9月時点では9割弱、令和2年9月時点では7割弱であっ
た。

図表 213 オンライン診療料算定患者の実人数（オンライン診療料届出施設）

図表 214 オンライン診療料算定患者に対して対面診療で算定している管理料等
（オンライン診療料届出あり、かつ、オンライン診療料算定ありの施設）

（注）・当該項目について令和元年9月・令和2年9月ともに記入のあった施設を集計対象とした。
・※患者等から電話等によって治療上の意見を求められて指示をした場合を除く。
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かかりつけ医調査（施設調査）の結果㉔
＜オンライン診療料を算定していない理由等＞（報告書p144～146）

医学的に治療が必要な患者であって、オンライン診療料の適応であるが、オンライン診療料を算定していない患者が
「いる」と回答した施設は10.9％（76施設）であった。

40

図表 204 医学的に治療が必要な患者であって、オンライン診療の適応であるが、
オンライン診療料を算定していない患者の有無

n=700

10.9 79.4 9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる いない 無回答

当該患者が「いる」と回答した76施設について、オンライン診療料を算定していない理由を尋ねたところ、「患者の希望
がないため」、「患者がオンライン診療に用いる機器を使えないため」、「対面診療の方がすぐれているため」が同数で
最も多く、半数弱を占めていた。オンライン診療料を算定していない理由として「診療報酬上の要件を満たせいないた
め」を挙げた16施設について満たすことが困難な要件をみると、「対面診療とオンライン診療を組み合わせた診療計画
を作成すること」が最も多く、約3割を占めていた。

図表 206 オンライン診療料を算定していない理由（複数回答、n=76） 図表 207 満たすことが困難な診療報酬の要件（複数回答、n=16）



かかりつけ医調査（かかりつけ医患者調査）の結果
＜かかりつけ医に求める役割＞（報告書p169）

回答患者にかかり
つけ医に求める役割
を尋ねた結果、「必
要時に専門医に紹介
してくれる」、「どんな
病気でもまずは診療
してくれる」が多く、そ
れぞれ約7割を占め

ていた。内訳は右の
とおり。

図表 253 かかりつけ医に求める役割（複数回答）
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かかりつけ医調査（オンライン診療患者調査）の結果①
＜年齢、受診理由の疾患名・症状＞（報告書p181,183,185）

回答患者の年齢を受診経験あり・なし別に
みると右図のとおりであった。

また、回答患者が調査票を受け取った医療
機関を受診した理由として挙げられた疾患名
と症状は、下図のとおりであった。

図表 269 年齢
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図表 273 受診理由の病名 図表 274 受診理由の症状

高血圧症
糖尿病以外の内分泌代謝障
害（バセドウ病など）

脂質異常症（コレステロー
ル値、中性脂肪値の異常な
ど）

筋骨格系の疾患（関節リウマ
チ、腰痛症、椎間板ヘルニア
など）

高血圧症・脂質異常症以外
の循環器系の疾患（不整脈
など）

眼科系の疾患

花粉症 婦人科系の疾患

花粉症以外のアレルギー
系の疾患

偏頭痛

気管支喘息
偏頭痛以外の精神・神経系
の疾患

アトピー性皮膚炎 がん・腫瘍

アトピー性皮膚炎以外の皮
膚系の疾患（皮膚乾燥症な
ど）

その他

消化器系の疾患（胃炎な
ど）

わからない・答えたくない

泌尿・生殖器系の疾患（尿
路結石、腎炎など）

無回答

糖尿病

28.2

9.4

2.2

2.4

3.6

3.1

1.0

2.2

6.0

0.7

10.6

31.8

6.8

2.3

2.3

2.3

4.5

2.3

0.0

6.8

0.0

11.4

27.9

9.8

2.2

2.4

3.8

3.0

0.8

2.4

6.0

0.8

10.6

0% 20% 40%

0.7

5.5

1.0

3.4

2.2

1.9

0.2

13

1.7

1

0.0

6.8

0.0

6.8

0.0

0.0

0.0

9.1

4.5

2.3

0.8

5.4

1.1

3.0

2.4

2.2

0.3

13.0

1.4

0.8

0% 20% 40%

全 体 n=415

受診経験あり n=44

受診経験なし n=369

100%100%

腹痛・胃痛 無回答

歯ぐきのはれ・出血

鼻がつまる 月経不順・月経痛

胃のもたれ その他

目のかすみ 手足の動きが悪い

せきやたんが出る 尿が出にくい

眠れない 腰痛

頭痛 手足の関節が痛む

熱がある 発疹(じんま疹・できもの)

体がだるい 肩こり

4.0

1.0

1.0

7.0

1.0

2.0

5.0

2.0

2.0

1.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

7.5

1.9

1.9

13.2

1.9

3.8

9.4

3.8

3.8

1.9

0% 50%

1.0

2.0

6.0

3.0

1.0

1.0

1.0

12.0

2.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

50.0

50.0

0.0

1.9

3.8

11.3

5.7

1.9

1.9

0.0

20.8

3.8

0% 50%

全 体 n=55

受診経験あり n=2

受診経験なし n=53

100% 100%

全体　n=490

オンライン診療受診経験あり　n=47

オンライン診療受診経験なし　n=441

2.7

4.3

2.5

2.0

2.1

2.0

5.1

4.3

5.2

10.2

12.8

10.0

19.8

12.8

20.6

20.2

21.3

20.2

16.9

14.9

17.2

14.1

12.8

14.1

8.6

14.9

7.7

0.4

0.0

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳未満 10歳代 20歳代 30歳代

40歳代 50歳代 60歳代 70歳代

80歳代以上 無回答



かかりつけ医調査（オンライン診療患者調査）の結果②
＜通院状況＞（報告書p187,188）

回答患者が調査票を受け取った医療機関への定期的な通院状況、通院頻度、定期的
に通院していない場合の当該医療機関宛てへの紹介状等による情報提供の状況は、次
のとおりであった。

図表 275 定期的な通院状況

43

図表 278 紹介状等による情報提供の状況

図表 276 通院頻度

全体　n=490

オンライン診療受診経験あり　n=47

オンライン診療受診経験なし　n=441

81.4

95.7

80.0

16.1

4.3

17.5

2.4

0.0

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期的に通院している

定期的には通院していない

無回答

全体　n=399

オンライン診療受診経験あり　n=45

オンライン診療受診経験なし　n=353

5.0

2.2

5.4

8.3

2.2

9.1

57.1

62.2

56.7

20.6

24.4

19.8

8.0

4.4

8.5

1.0

4.4

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1週間に1、2回 2週間に1回程度

1か月に1回程度 2か月に1回程度

　n=79

1.3 72.2 2.5 24.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報提供してもらった 情報提供してもらっていない

わからない 無回答



かかりつけ医調査（オンライン診療患者調査）の結果③
＜電話診療の受診経験、受診の時期＞（報告書p189）

回答患者のうち、電話診療を受けたことがあるのは、16.1%であった。直近の電話診療を
受けた時期は、2020年4月10日以降が81.0％で最も多かった。

図表 279 電話診療の受診経験

44

図表 280 直近の電話受診の時期

n=79

8.9 1.3 5.1 81.0 2.5 1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020年（今年）2月28日より前

2020年（今年）2月28日以降3月19日より前

2020年（今年）3月19日以降4月10日より前

2020年（今年）4月10日以降

わからない

無回答 注：電話診療を「受けたことがある」
と回答した人を集計対象とした。



かかりつけ医調査（オンライン診療患者調査）の結果④
＜電話診療の受診理由（新型コロナウイルス感染拡大による理由）＞（報告書p190～192）

電話診療を受けた理由は、次のとおりであった。新型コロナウイルス感染拡大による理
由について、感染疑いの外来患者受入の有無別でみた結果は次のとおりであった。
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図表 281 電話診療受診の理由（新型コロナウイルス感染拡大による理由）（複数回答） 図表 283  話診療受診の理由（その他の理由）（複数回答）

図表 282 電話診療の受診理由
（新型コロナウイルス感染拡大による理由）

新型コロナウイルス感染疑いの外来患者受入の有無別）
（複数回答）

注：電話診療を「受けたことがある」
と回答した人を集計対象とした。



かかりつけ医調査（オンライン診療患者調査）の結果⑤
＜オンライン診療の認知度、受診経験、受診回数、受診時期＞（報告書p193,194）

オンライン診療を知っていたかについて尋ねたところ、75.9％が知っていた。また、オンライン診療
を受けたことがあるかについて尋ねたところ、9.6％が受けたことがあった。オンライン診療を受けた
回数は、1回、２回が61.7％で最も多かった。オンライン診療を受けた時期は、2020年4月10日以降
が93.6%であった。

図表 284 オンライン診療の認知度
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図表 286 オンライン診療の受診回数

図表 285 オンライン診療の受診経験

図表 287 オンライン診療の受診時期

注：オンライン診療を「受けたことがある」と回答した人を集計対象とした。



かかりつけ医調査（オンライン診療患者調査）の結果⑥
＜オンライン診療の受診理由（新型コロナウイルス感染拡大による理由）＞（報告書p194～196）

47

オンライン診療を受けた理由は、次のとおりであった。新型コロナウイルス感染拡大によ
る理由について、感染疑いの外来患者受入の有無別でみた結果は次のとおりであった。
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図表 288 オンライン診療受診の理由（新型コロナウイルス感染拡大による理由）（複数回答） 図表 290 オンライン診療受診の理由（その他の理由）（複数回答）

図表 289 オンライン診療の受診理由
（新型コロナウイルス感染拡大による理由）

新型コロナウイルス感染疑いの外来患者受入の有無別）
（複数回答）

注：オンライン診療を「受けたことがある」と
回答した人を集計対象とした。

オンライン診療を「受けたことがある」
と回答した人のうち、かかりつけ医施
設票への回答が得られた医療機関の
受診者を集計対象とした。

注：オンライン診療を「受けたことがある」と回
答した人を集計対象とした。



かかりつけ医調査（オンライン診療患者調査）の結果⑦
＜使用機器、受診場所＞（報告書p197）

オンライン診療について、オンライン診療時の使用機器、受診場所は次のとおりであっ
た。
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図表 293 オンライン診療の受診場所（複数回答）図表 292 オンライン診療時の使用機器（複数回答）

注：オンライン診療を「受けたことがある」と回答した人を集計対象とした。



かかりつけ医調査（オンライン診療患者調査）の結果⑧
＜オンライン診療を受けた際の診療以外の費用、保険の形態＞（報告書p198,203）

オンライン診療を受けた際の診療以外の費用については、次のとおりであった。また、保険の形態
については、「保険診療として受けた」が93.6%であった。

図表 294 オンライン診療を受けた際の診療以外の費用
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図表 295 オンライン診療を受けた際に診療以外に支払った金額

図表 300 オンライン診療を受けた際の保険適用状況

注：オンライン診療を「受けたことがある」と回答した人を集計対象とした。

n=47

27.7 46.8 21.3 4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かかった かからなかった 覚えていない 無回答

n=47

93.6 0.00.00.0 6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保険診療として受けた

保険外診療（自由診療）として受けた

保険診療の場合と保険外診療の場合があった

わからない

無回答

n=13

15.4 46.2 23.1 7.7 7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

500円未満 500円以上1,000円未満

1,000円以上1,500円未満 1,500円以上

無回答

注：オンライン診療を「受けたことがある」と回答した
人のうち、オンライン診療を受けた際に、診療以外の
費用が「かかった」と回答した人を集計対象とした。

注：オンライン診療を「受けたことがある」と
回答した人を集計対象とした。



かかりつけ医調査（オンライン診療患者調査）の結果⑨
＜オンライン診療を受けて感じたこと＞（報告書p201）
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図表 299 オンライン診療を受けた感想

オンライン診療を受けた患者に対して、オンライン診療を受けた感想について調査した
結果は以下のとおりであった。

n=47

機器や診療システムの使い方が難しかっ
た

対面診療と比べて十分な診察を受けられ
ないと感じた

対面診療と比べて十分なコミュニケーショ
ンを取れないと感じた

対面診療であればすぐに受けられる検査
や処置が受けられないと感じた

対面診療と比べて自分の症状や異常の部
位等を説明しにくいと感じた

映像が遅れる・声が途切れる等により診察
がスムーズに進まなかった

診療以外に係る費用（システム利用料、通
信費等）が高いと感じた

対面診療と比べて受診する時間帯を自分
の都合に合わせられた

対面診療と比べて待ち時間が減った

リラックスして受診でき、症状などを話しや
すかった

様々な感染症のリスクを心配する必要が
なかった

31.9

21.3

34.0

17.0

8.5

6.4

10.6

66.0

80.9

63.8

87.2

55.3

72.3

48.9

70.2

83.0

83.0

66.0

21.3

8.5

10.6

0.0

6.4

0.0

10.6

4.3

2.1

2.1

12.8

6.4

4.3

17.0

4.3

6.4

6.4

6.4

8.5

6.4

8.5

10.6

6.4

6.4

8.5

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う そう思わない わからない

無回答

注：オンライン診療を「受けたこと
がある」と回答した人を集計対象
とした。



かかりつけ医調査（オンライン診療患者調査）の結果⑪
＜オンライン診療を受けたことがない理由＞（報告書p205～207）
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オンライン診療を受けたことがない理由について尋ねたところ、多く挙げられたのは「できるだけ対
面での診療を受けたいと考えているから」53.7%、「オンライン診療の必要性を感じたことがないか
ら」38.1%、「医師からオンライン診療を提案されたことがないから」29.9％等であった。

図表 301 オンライン診療を受けたことがない理由（複数回答）

図表 302 「できるだけ対面での診療を受けたいと
考えている」と回答した理由（複数回答）

図表 303 「できるだけ対面での診療を受けたいと
考えている」と回答した最もあてはまる理由

注：オンライン診療を「受けたことがない」
と回答した人を集計対象とした。

注：オンライン診療を「受けたことがない」と回答した人のうち、オンライン診療
を受けたことがない理由について「できるだけ対面での診療を受けたいと考え
ているから」と回答した人を集計対象とした。



かかりつけ医調査（オンライン診療患者調査）の結果⑫
＜今後の受診についてのオンライン診療に対する希望＞（報告書p209,210）

今後の受診でのオンライン診療に関する希望は次のとおりである。新型コロナウイルス感染拡大
による理由について、感染疑いの外来患者受入の有無別でみた結果は次のとおりであった。

図表 306 オンライン診療に対する希望

図表 307 今後の受診についてのオンライン診療に対する希望
（新型コロナウイルス感染疑いの外来患者受入の有無別）
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注：すべての回答者を集計対象とした。 注：かかりつけ医施設票への回答が得られた
医療機関の受診者を集計対象とした。



図表 256 明細書を受け取れることの認知度【患者調査】
図表 257 明細書の原則無料発行に対する考え（単数回答）【患者調査】

かかりつけ医施設調査・患者調査の結果
＜明細書の発行状況等＞（報告書p160,171）

診療所に対し、明細書の発行について尋ねたところ、自己負担のある患者、自己負担のない患者ともに、「原
則として全患者に無料で発行している」が最も多く、それぞれ87.9％と79.8％であった。

患者に対し、医療機関で明細書を受け取れることを知っていたかについて尋ねたところ、「知っていた」が約8割
を占めていた。また、明細書が原則無料で受け取れることについて尋ねたところ、「必要だと思う」が最も多く、5
割強を占めていた。
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自己負担のある
患者向け

自己負担のない
患者向け

(n=589) (n=589)

原則として全患者に無料で発行している 87.9% 79.8%

「正当な理由」の届出をし、希望する患者の
み、無料で発行している

1.0% 1.9%

「正当な理由」の届出をし、希望する患者の
み、有料で発行している

0.5% 0.3%

「正当な理由」の届出をし、明細書の発行は
行っていない

0.2% 0.2%

明細書の無料発行が義務付けられていないた
め、明細書の発行は行っていない

1.7% 4.6%

無回答 8.7% 13.2%

図表 237 明細書の発行状況【診療所】（単数回答）
【施設調査】

初診機能強化加算
の算定あり

初診機能強化加算
の算定なし

初診機能強化加算
の算定あり

初診機能強化加算
の算定なし

(n=73) (n=228) (n=72) (n=683)

知っていた 91.8% 91.7% 77.8% 91.2%

知らなかった 8.2% 7.0% 20.8% 7.5%

無回答 0.0% 1.3% 1.4% 1.3%

地域包括診療料等の届出施設 地域包括診療料等の未届出施設
初診機能強化加算

の算定あり
初診機能強化加算

の算定なし
初診機能強化加算

の算定あり
初診機能強化加算

の算定なし

(n=73) (n=228) (n=72) (n=683)

必要だと思う 50.7% 53.9% 59.7% 55.3%

どちらかというと必要
だと思う

31.5% 32.0% 29.2% 28.8%

どちらかというと必要
ないと思う

9.6% 6.6% 5.6% 9.2%

必要ないと思う 8.2% 6.6% 2.8% 4.8%

無回答 0.0% 0.9% 2.8% 1.8%

地域包括診療料等の届出施設 地域包括診療料等の未届出施設
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図表 375 初診患者に対する機能強化加算の施設基準の届出の有無
（小児かかりつけ診療料の届出状況別）

小児科調査（施設調査）の結果①
＜機能強化加算の施設基準の届出＞（報告書p246）

初診料に対する機能強化加算の施設基準の届出状況をみると、「届出あり」と回答した施設は、小
児かかりつけ診療料の届出施設が92.4%、未届出施設が30.0%であった。

機能強化加算の施設基準の届出を行った施設が、該当する施設基準として挙げたものは、小児
かかりつけ診療料の未届出施設では「在宅療養支援診療所または在宅療養支援病院で、在宅時医
学総合管理料に係る届出を行っている」が80.0%で最多であった。
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届出あり　n=105

届出なし　n=50

92.4

30.0

4.8

66.0

2.9

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

届出あり 届出なし 無回答

無回答

地域包括診療加算に係る届出を行っている

地域包括診療料に係る届出を行っている

小児かかりつけ診療料に係る届出を行っている

在宅療養支援診療所または在宅療養支援病院
で、在宅時医学総合管理料に係る届出を行って
いる

在宅療養支援診療所または在宅療養支援病院
で、施設入居時等医学総合管理料に係る届出
を行っている

13.4

7.2

97.9

14.4

3.1

1.0

46.7

13.3

0.0

80.0

46.7

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

届出あり n=97 届出なし n=15

図表 376 機能強化加算の施設基準
（小児かかりつけ診療料の届出状況別、複数回答）



図表 385 診療情報提供料（Ⅰ）注７（医療的ケア児の学校医等への診療情報提供）
の算定状況（小児かかりつけ診療料の届出状況別）

小児科調査（施設調査）の結果②
＜診療情報提供料（Ⅰ）注７：学校医等への情報提供の実施状況＞（報告書p252）

直近1か月間（令和2年9月1か月間）の診療情報提供料（Ⅰ）注７（医療的ケア児の学校医等への診療情報
提供）の算定状況をみると、「算定あり」と回答した施設は全体のうち5.7%（９施設）であった。

55

届出あり　n=105

届出なし　n=50

7.6

2.0

86.7

94.0

5.7

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

算定あり 算定なし 無回答

（注）・児童福祉法第 56 条の６第２項に規定する、人工呼吸器を装着している障害児その他の日

常生活を営むために医療を要する状態にある障害児である患者について、当該患者が通学

する義務教育諸学校の学校医等に対して、当該学校において当該患者が生活するに当たり

看護職員が実施する診療の補助に係る行為について、学校医等が指導、助言等を行うに当

たり必要な診療情報を提供した場合に算定可能。 

直近1か月間（令和2年9月1か月間）の情報提供
先（学校医又は医療的ケア指導医）ごとの診療情
報提供料（Ⅰ）注７に基づく算定患者数（実人数）
について回答施設は２件のみであった。

当該施設の情報提供先はいずれも「学校医」で
あり、それぞれ算定患者は小学校に在籍する患
者が1名、特別支援学校の小学部に在籍する患
者が1名であった。医療的ケア指導医への情報提
供による算定患者は0人であった。

情報 提供先（学校医又は医療的ケア指導医）ごとの算定患者数 診療報提供料（Ⅰ）注７に基づく算定患者に行っている医療的ケア

情報提供先が「学校医」の回答施設（2施設）に
ついて、算定患者に行っている医療的ケアを尋ね
たところ、「人工呼吸器」、「経管栄養」、「その他」
がそれぞれ1件であり、「痰の吸引」が0件であった。



図表 386 診療情報提供料（Ⅰ）注７を算定できなかった理由
（小児かかりつけ診療料の届出状況別、複数回答）

小児科調査（施設調査）の結果③
＜診療情報提供料（Ⅰ）注７：学校医等への情報提供の実施状況②＞（報告書p253）

直近1か月間（令和2年9月1か月間）に

診療情報提供料（Ⅰ）注７に基づく算定が
できなかったが、学校医等に情報提供を
したケースがある場合の算定できなかっ
た理由をみると、小児かかりつけ診療料
の届出施設、未届出施設ともに「その他」
が最も多く、次いで「保育所や認定こども
園に在籍する患者だから」の順であった。
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その他

無回答

保育所や認定こども園に在籍する患者だから

幼稚園に在籍する患者だから

特別支援学校の高等部、高等学校、中等教育
学校の後期課程に在籍する患者だから

患者又はその家族等の同意を得られなかった
から

提供した情報の内容が、学校の看護職員が実施する
診療の補助に係る行為について、学校医等が指導・
助言等するために必要な診療情報ではなかったから

医療的ケア児ではなかったから

10.5

3.8

3.8

1.0

0.0

2.9

14.3

70.5

4.0

2.0

2.0

0.0

0.0

0.0

22.0

72.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

届出あり n=105 届出なし n=50

※「その他」の自由回答として、「保険診療に適さないと考えた
から」、「ボランティアでやっている」等が挙げられた。



図表 392 小児かかりつけ診療料の施設基準の届出を行った理由（複数回答）
（複数回答、令和2年3月以前で届出なし、令和2年10月1日時点で届出あり）

小児科調査（施設調査）の結果④
＜小児かかりつけ診療料の施設基準の届出を行った理由＞（報告書p258）

小児かかりつけ診療料について、令和２年３月以前には施設基準の届出を行っていな
かったが、令和２年10月1日現在では届出を行っている施設が、当該届出を行った理由

をみると、「算定対象となる患者が３歳未満から６歳未満に拡大されたから」、「令和２年
度診療報酬改定の内容によらず届出を行うことを決めていたから」が同数であった。
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n=7

算定対象となる患者が3歳未満から6
歳未満に拡大されたから

令和2年度診療報酬改定の内容によ
らず届出を行うことを決めていたから

その他

無回答

42.9

42.9

0.0

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%



図表 394 小児かかりつけ診療料の施設基準の届出
を行っていない理由（複数回答、令和2年10月1日現在
において小児かかりつけ診療料の届出なし）

小児科調査（施設調査）の結果⑤
＜小児かかりつけ診療料の施設基準の届出を行っていない理由＞（報告書p259）

小児かかりつけ診療料の施設基準
の届出を行っていない施設が、届出
を行っていない理由として挙げたもの
は、右のとおりである。

「専ら小児科または小児外科を担当
する常勤医師の配置に係る届出要件
を満たせないから」及び「「在宅当番
医等への参加による月1回以上の休

日・夜間の診療」「市町村の乳幼児健
康診査の実施」「乳幼児に対する定
期予防接種の実施」「超重症児・準超
重症児への在宅医療」「幼稚園の園
医・保育所の嘱託医の就任」のうち３
つ以上に該当という届出要件を満た
せないから」が30.0％で最も多かった。
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n=50

算定対象となる患者が4回以上の受診のある患
者に限定されているから

外来患者に算定対象となる患者がいないから・
少ないから

他院への通院状況等、把握しなければならない
項目が多く、業務負担が重いから

無回答

患者の自己負担額が重くなることはできるだけ
避けたいから

患者や患者家族に小児かかりつけ診療料の意
義を理解してもらうのが困難だから

患者や患者家族の同意を得るのが困難だから

経営上のメリットが少ないから

他の医療機関の届出動向や運用状況などの情
報収集を行っている段階であるから

その他

専ら小児科または小児外科を担当する常勤医
師の配置に係る届出要件を満たせないから

院内処方を行わない場合の算定要件が見直さ
れたから

時間外対応加算1または2に係る届出要件を満
たせないから

「在宅当番医等への参加による月1回以上の休日・夜
間の診療」「市町村の乳幼児健康診査の実施」「乳幼
児に対する定期予防接種の実施」「超重症児・準超重
症児への在宅医療」「幼稚園の園医・保育所の嘱託
医の就任」のうち３つ以上に該当という届出要件を満
たせないから

算定対象となる患者が6歳未満の患者に限定さ
れているから

30.0

4.0

26.0

30.0

2.0

6.0

20.0

24.0

0% 50% 100%

6.0

24.0

16.0

14.0

8.0

2.0

24.0

0% 50% 100%



図表 432 明細書を受け取れることの認知度【患者調査】 図表433 明細書の原則無料発行に対する考え【患者調査】

小児科施設調査・患者調査の結果
＜明細書の発行状況等＞（報告書p274,285）

診療所に対し、明細書の発行について尋ねたところ、自己負担のある患者、自己負担のない患者ともに、「原
則として全患者に無料で発行している」が最も多く、それぞれ86.5％と79.4％であった。

患者（保護者）に医療機関で明細書を受け取れることを知っていたかについて尋ねたところ、「知っていた」が約
９割弱を占めていた。また、明細書が原則無料で受け取れることについて尋ねたところ、「必要だと思う」が最も多
く、約４割強を占めていた。

図表 414 明細書の発行状況【施設調査】

小児かかりつけ診
療料の算定あり

（うち）初診での
算定あり

（うち）再診での
算定あり

小児かかりつけ診
療料の算定なし

(n=132) (n=62) (n=70) (n=241)

知っていた 88.6% 82.3% 94.3% 86.7%

知らなかった 9.8% 16.1% 4.3% 12.0%

無回答 1.5% 1.6% 1.4% 1.2%

小児かかりつけ診
療料の算定あり

（うち）初診での
算定あり

（うち）再診での
算定あり

小児かかりつけ診
療料の算定なし

(n=132) (n=62) (n=70) (n=241)

必要だと思う 38.6% 35.5% 41.4% 42.3%

どちらかというと必要
だと思う

43.9% 46.8% 41.4% 32.8%

どちらかというと必要
ないと思う

11.4% 12.9% 10.0% 15.8%

必要ないと思う 5.3% 3.2% 7.1% 8.3%

無回答 0.8% 1.6% 0.0% 0.8%
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